
【公共事業関係費】

【河川事業】
（直轄事業等）

その他 1,496 2,998 2,206 1.4

・底泥浚渫により、
リン・窒素の湖水へ
の底泥からの溶出を
削減し、水質改善に
効果がある。
・自然再生推進法に
基づき、田村・沖宿
地区において多様な
動植物が生息・生育
できる環境の場の整
備を図る。
・天王崎地区におけ
る湖水とのふれあい
の場の創出、越波に
よる湖岸浸食の対策
を行うことで、水辺
への利便性向上に効
果がある。

継続

河川局河川
環境課
（課長　中嶋
章雅）
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評価手続中事業（平成２１年度評価）の再評価結果一覧
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利根川総合水系環
境整備事業（霞ヶ
浦環境整備）

【内訳】
水質改善の効果による便益：
2,945億円
自然環境の保全・再生・創出
の効果による便益：45億円
河川利用推進の効果による便
益：7.6億円
【主な根拠】
（水環境）
支払い意思額：308円/世帯/月
受益世帯数：2,355,663世帯
（自然再生）
支払い意思額：291円/世帯/月
受益世帯数：70,260世帯
（水辺整備）
支払い意思額：315円/世帯/月
受益世帯数：9,688世帯

・霞ヶ浦は、流域はもとより首都圏の水資源の安定的
な確保に重要な役割を果たすとともに豊かな湖岸環境
と水郷筑波国定公園の一部として良好な景観を構成す
ることから、水環境の改善、多様な動植物が生育・生
息可能な自然環境の再生、誰もが安心して水辺や自然
とふれ合うことができる環境整備の必要性は高い。
・今後の実施の目処、進捗の見通しについては特に大
きな支障はない。また、地元からも整備の促進要望を
受けている。今後も事業実施にあたっては、社会情勢
等の変化に留意しつつ、地元関係者との調整を十分に
行い実施する。
・新技術の採用や、新たなコスト縮減の可能性を探
り、引き続き効率的効果的な実施を行うことにより総
コストの縮減を図る。

該当基準
再評価の視点

（投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込み、
コスト縮減等）


